
北北区区
【【名名称称】】　　東東京京都都北北区区自自立立支支援援協協議議会会

平平成成2211年年33月月

日日中中ササーービビスス支支援援型型共共同同生生活活援援助助のの有有無無

令和3年度

【【ホホーームムペペーージジUURRLL】】 https://www.city.kita.tokyo.jp/s-fukushi/kenko/shogai/shisaku/jiritsushienkyougikai/main.html

【【組組織織図図】】　　

直直営営

整備時期

【【相相談談支支援援体体制制のの整整備備状状況況】】　　

基幹相談支援
センター数

委託相談
支援事業所数

指定一般相談
支援事業所数 指定特定相談

支援事業所数
指定障害児相談
支援事業所数

地域移行 地域定着

0 3 8 7 17 11

【【地地域域生生活活支支援援拠拠点点等等のの整整備備状状況況】】　　

開設の有無 開設時期

なし －

整備類型

面的整備型

整備状況

検討中

【【日日中中ササーービビスス支支援援型型共共同同生生活活援援助助のの有有無無】】　　

【【設設置置年年月月】】

【【運運営営方方法法】】
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（（１１））委委員員構構成成

№

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

全体会の活動回数及び委員数 専門部会の活動回数及び委員数

29 ( 5 )

全体会

委員数

委員数

9 （ 0 ）

10 （ 2 ）

回数

2

（ 2 ）

10 （ 1 ）

14 （ 0 ）

2

※「委員数」の（　　）：当事者の立場で委員に就任されている方の人数（再掲）

教育関係機関 2 雇用関係機関 2 企業 0

障害当事者・家族・関係団体 11 身体・知的障害者相談員 0 相談支援事業者

【【全全体体会会のの委委員員構構成成及及びび活活動動内内容容】】　　

人　数

2学識経験者

種　別

医療関係者

【【全全体体会会及及びび専専門門部部会会のの活活動動回回数数及及びび委委員員数数】】　　

医療的ケア児・者支援部会 1

権利擁護部会 3

就労支援部会 5

相談支援部会 4

地域生活部会 3

10

部会名 回数

2 保健所 0

人　数 種　別

民生委員・児童委員 1 地域住民 1 行政職員(区市町村) 3

障害福祉サービス等事業者 0 社会福祉協議会 1 法曹関係者 0

人　数 種　別

備　考

行政職員(都） 0 その他 2

合　計 29

種　別

委委員員名名簿簿

役　職 氏　名 所　属

会長 川村　匡由 武蔵野大学名誉教授

堀江　まゆみ 白梅学園大学教授

学識経験者

学識経験者

遠藤　吉博 北区視覚障害者福祉協会

障害当事者・家族・関係団体

障害当事者・家族・関係団体

田中　淳子 北区肢体不自由児・者父母の会

障害当事者・家族・関係団体

障害当事者・家族・関係団体

地域生活部会長 井上　良子

藤井　晴太郎 ＮＰＯ法人わくわくかん

障害当事者・家族・関係団体

障害当事者・家族・関係団体

中嶋　郷子 社会福祉法人つみき

障害当事者・家族・関係団体

障害当事者・家族・関係団体

小宮　榮次

江澤　新治 北区民生委員児童委員協議会

地域住民

民生委員・児童委員

相談支援部会長 横手　美幸 北区障害者地域活動支援室

相談支援事業者

相談支援事業者

飯窪　英一 健康福祉課長

高田　裕司 地域住民代表

障害当事者・家族・関係団体

障害当事者・家族・関係団体

松井　裕 都立王子特別支援学校

医療関係者

教育関係機関

岸本　高明 地域住民代表

須賀田　元彦 北区医師会

障害当事者・家族・関係団体

医療関係者

行政職員(区市町村)

行政職員(区市町村)

障害者福祉センター所長

北区訪問看護ステーション連絡協議会

地域住民代表

就労・生活支援センター飛鳥晴山苑

北区手をつなぐ親愛の会

ＮＰＯ法人ピアネット北

行政職員(区市町村)

峯﨑　優二 健康福祉部長

薄井　哲夫 北区町会自治会連合会

権利擁護部会長 吉田　耕一 ＮＰＯ法人北区精神障害者を守る家族会飛鳥会

大八木　剛 北区聴覚障害者協会

田中　道子

小田　政利

飯野　美穂

田中　英行

伏見　可奈子 都立北特別支援学校 教育関係機関

建部　功一 王子公共職業安定所 雇用関係機関

就労支援部会長 小島　靖子 就労支援センター北 雇用関係機関

花見　たかし 北区議会議員 その他

山崎　たい子 北区議会議員 その他

小原　宗一 北区社会福祉協議会 社会福祉協議会

− 125 −

北

区



（（２２））活活動動内内容容

（（１１））委委員員構構成成

（（22））活活動動内内容容

地域生活部会
北区障害者計画【基本目標2】に関する課題等の検討を行う。
（1）多様な生活の場の整備　（2）安全・安心な暮らしの確保
（3）文化芸術・スポーツ・余暇活動の推進

次の事項を協議する。（１）障害者・児への支援体制の整備、（２）障害者・児への支援体制に関する課題の検
討、（３）北区障害者計画の改定、（４）北区障害（児）福祉計画の策定、（５）計画の進捗状況の把握及び評
価、（６）その他協議会の運営に関し必要と認める事項（障害を理由とする差別を解消するための取組等）

【【専専門門部部会会のの委委員員構構成成及及びび活活動動内内容容】】　　

　　　　部　会

　　種　別

保健所

教育関係機関

学識経験者

医療関係者

0 0 0 1

0 0 0

相談支援部会

6

医療的ケア児・
者支援部会

0

北区障害者計画【基本目標2】に関する課題等の検討を行う。
（1）障害のある人の就労の拡大

権利擁護部会 就労支援部会

0 0 0 1

0 1 00 1

0 0 0 5 0

0

0 2

0

企業

0

0

0 0 0 0 0

4 0

4 1

2

地域生活部会

その他

計

行政職員(区市町村)

行政職員(都）

民生委員・児童委員

地域住民

0 1

0 0

0 0

1 4

社会福祉協議会

法曹関係者

相談支援事業者
障害福祉サービス等事業者

障害当事者・家族・関係団体

身体・知的障害者相談員

雇用関係機関

0 0 0 0

0 0 0

0 0 1 0 0

1 1 2

0 0 0 00

0

0

0

0 0

0 0

4 4 3 2

10 10 10 14

1

0 0 0 0 0

0

権利擁護部会
北区障害者計画【基本目標3】に関する課題等の検討を行う。
（1）福祉のまちづくりの推進
（2）地域交流の促進と差別解消及び権利擁護の推進

就労支援部会

相談支援部会
北区障害者計画【基本目標1】に関する課題等の検討を行う。
（1）相談支援の充実　（2）障害者福祉サービスの充実と質の向上　（3）保健・医
療サービスの充実　（4）障害のある子どもの療育・保育・教育の充実

9

部会名称 活動内容

医療的ケア児・者支援部
会

以下について、検討を行う。（1）医療的ケア児・者支援のための関係機関相互
の連絡調整及び情報共有　（2）医療的ケア児・者支援のための地域の課題や
対応策　（3）その他医療的ケア児・者支援に必要な事項
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障害福祉施策の推進において必要な事項の関係機関相互の連絡調整の役割

障害福祉に関する地域の課題を調査、審議する役割

障害者・児への支援体制に関する課題を検討する役割

２　協議会としての役割（複数回答）

② 情報共有・情報発信

⑥ 課題解決に向けての検討

「東京都北区手話言語の確立及び障害の特性に応じた意思疎通の支援に関する条例」の制定に向けた検討、
障害者差別解消法及び障害者虐待防止法の普及啓発に関する課題の検討、成年後見制度の基礎知識（講座
の受講）

北区障害者計画、北区障害福祉計画・北区障害児福祉計画に関する進捗状況の把握及び評価、北区障害者計
画の改定スケジュール及び障害者実態・意向調査（ニーズ調査）の実施についての検討

医療的ケア児・者の支援に関する課題の検討

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場（医療的ケア児・者支援部会）の設置に向けた検討、精神障害
にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた保健・医療・福祉関係者による協議の場のあり方の検討

⑬ その他(　緊急・災害対応　)

基幹相談支援センターの設置に向けた検討

一般就労の推進、福祉的就労の充実に向けた課題の検討

精神障害者の地域移行支援における課題の検討

⑤ 地域課題の整理

⑬ その他(　医療的ケア　)

令和元年度の台風被害を踏まえた災害対策の検討、災害対策の基本、災害救助や福祉防災の基礎、福祉避難
所について（防災に関する講演会の参加）

【【地地域域協協議議会会のの活活動動状状況況】】　　

１　協議会の協議事項（複数回答）

① 相談支援事業の運営体制に関すること

② 就労支援に関すること

③ 地域移行・地域定着支援に関すること

⑥ 関係機関や他分野のネットワークに関すること

⑦ 社会資源の開発及び改善に関すること

⑧ 障害者差別解消法や条例、権利擁護に関すること

⑩ 障害福祉計画等に関すること

障害者グループホームの整備、高齢化への対応と地域生活の充実に向けた検討、区内居宅介護事業所の状況
の調査・把握
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あがっている　　　　

①アンケート、ヒアリング等

②全体会、専門部会、各種連絡会等

３－１　協議会における地域課題

障害者計画の改定、障害福祉計画・障害児福祉計画の策定、計画の進捗状況の把握及び評価等を行う役割

障害者・児への支援体制を整備する役割

障害を理由とする差別を解消するための取組を行う役割

⑧ 社会資源の開発及び改善

⑩ 権利擁護・虐待防止

⑩ 就労支援　　　　　　　　

⑦ 障害福祉計画等の進捗管理や調整

⑤ 福祉人材(マンパワー)の確保　　　　

⑥ 緊急・災害等対応

⑦ 医療的ケア

３－３　地域課題に対して取り組んだ、又は取り組んでいる内容（複数回答）

① 相談支援の質及び量　　　　

基幹相談支援センターの設置を目指して、相談支援部会において検討を行っている。官民協働による基幹相談
支援センターを設置することで、総合的・専門的な相談支援ができる人材を養成し、相談支援の質の改善を図っ
ていく。令和2年度以降も引き続き設置に向けた検討を行う。

区内において、身体障害者のグループホームや緊急時対応のできる短期入所等の不足が課題となっている。地
域生活部会では、グループホーム等の施設見学（令和元年度の施設見学は延期）を行い制度の理解を深めると
ともに、グループホームや入所施設等の多様な生活の場の整備に関する課題の整理や検討を行っている。

権利擁護・虐待防止については、一般区民に対する障害理解の促進や法の趣旨の普及啓発が重要である。協
議会及び権利擁護部会において、障害者の差別解消や虐待防止に関する課題を整理し、障害理解及び障害特
性に応じた意思疎通の方法に係る有効な普及啓発の実施方法について検討を行った。

令和元年度の台風被害を踏まえ、複数の専門部会で災害対策を検討したところ、避難所の職員体制や意思疎
通支援が必要な方に対する情報提供等が課題としてあがった。地域生活部会では、福祉防災講演会に参加す
るとともに、障害者福祉センター所長を招き福祉避難所について知識を深めるなど、福祉防災の基礎を学んだ。

② 社会資源の開発及び改善　　

③ 権利擁護・虐待防止　　　

特別専門部会「医療的ケア児・者支援部会」を新設し、医療的ケアを要する１８歳以上も対象として、分野を越え
たネットワーク作りと地域課題の掘り起こしを行っている。初開催では、医療的ケア児・者への支援・取組内容を
確認するとともに、障害当事者から現状や課題をご紹介いただいた。

就労支援部会では、「一般就労の推進」と「福祉的就労の充実」をテーマとして、障害者就労に関する現状や課
題についての共有化を図り、今後取り組むべき対策や高齢化問題等を話し合った。また、就労支援フェアの取組
を推進するとともに、部会での要望を受けて、12月には障害者の区役所での職場体験実習を実施した。

３－２　地域課題の把握方法（複数回答）

区内における居宅介護事業所数が減少傾向であるため、相談支援部会において、部会委員からの情報提供に
より事業所の現状調査・把握を行った。ヘルパーの人材不足や高齢化の課題を確認し、人材の定着に向けた有
効な研修プログラムの実施方法等の検討を行った。
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当事者の声やニーズは様々であるので、どのような問題を地域の課題として吸いあげ検討すべきか判断が難し
い場合がある。地域の課題については、専門部会で検討し、全体会で報告・協議している。また、協議会で検討
する必要がある課題や意見については、地域の各種会議体から協議会に対する意見を受け付けている。

情報取得及び意思疎通における課題があるため、聴覚障害の委員に対して手話通訳者を派遣するとともに、視
覚障害の委員に対しては資料を丁寧に読みあげるなどの配慮を行っている。車椅子を使用する委員に対して
は、会議室内の車椅子移動時の経路、幅等の配慮を行っている。

障害者計画等の改定に向けて、作業スケジュールや障害者実態・意向調査（ニーズ調査）の実施内容について
検討を行った。障害当事者の意見を吸いあげ、計画へ反映させるため、また回答率をあげるために、回答に当
たっての配慮や障害者団体等関係機関への周知・協力依頼が必要であること等を確認した。

手話言語条例制定に関する陳情が採択されたことを受けて、協議会及び権利擁護部会で条例制定に向けた検
討を行った。その結果、共生社会の実現を推進するためには、手話言語に限らず、障害特性に応じた多様な意
思疎通手段の普及が不可欠であると判断し、全ての障害者の意思疎通の支援を含めた条例案を策定した。

⑪ 地域移行・地域定着支援

４－１  多様な当事者の委員（障害や難病の種別、性別、年齢等）が参加していくにあたり、取り組んでいる
　    こと、課題になっていること

（地域協議会を設置している区市町村）

４　協議会における当事者の参画状況

　　　 を吸いあげられる協議会にするために、取り組んでいること、課題になっていること
４－２　当事者の委員だけではなく、地域で生活する多様な当事者（障害や難病の種別、性別、年齢等）の声

⑬ その他（　障害者計画等に関すること　）

⑬ その他（　条例に関すること　）

（当事者の委員がいる区市町村）

精神障害者の地域移行について、ReMHRAD（地域精神保健医療福祉資源分析データベース）等から精神科病
棟の入院者数の把握を行うとともに、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた課題（協議
の場を通じた連携や地域の基盤整備により支援体制を構築する必要があることなど）の検討を行った。
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